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■景気に弱含みの兆しも、先行きは底堅く推移 

足元でフィリピン経済は弱含みの兆しをみせ

ている。 

項目別にみて、好調を維持しているのはイン

フラ投資である。2017年 10月の投資関連指標

をみると、資本財輸入は民間投資の一巡から伸

びを縮小させているものの、インフラ整備に多

く用いられるセメントや鉄鋼が生産、輸入とも

に 7～9月期から加速した（右上図）。 

一方、乗用車販売が低調なほか、消費者マイ

ンドも悪化する等、家計部門が弱含んでいる。

2017 年 10 月の乗用車販売は、7 月中旬に陸運

当局が配車アプリへの車両登録を厳格に禁じた

ことを受け、前年同月比＋1.6％と低い伸びにと

どまった。消費者マインドを表す消費者期待指

数も 10～12月に 9.5％ポイントと前期（10.2％

ポイント）から小幅低下した。これは、資源価

格の高まりを受け夏場以降にインフレ率が上昇

したことや、ミンダナオ島での過激派による治

安悪化、台風被害等が影響したと思われる（右

下図）。 

さらに、輸出もピークアウトしている。10月

のドル建て輸出は、前年同月比＋6.6％と 2桁増

を記録した 2017 年前半に比べ伸びを縮小させ

た。2016年末からの輸出急増の反動が現れてき

ているとみられる。 

18年前半を展望しても、輸出の増勢は鈍化傾

向が続くと見込まれる。もっとも、個人所得税

引き下げによる所得環境の改善により、足元で

弱含んでいる個人消費が持ち直すとみられるほか、政府によるインフラ整備が本格化する等、内

需の下支えが期待できるため、景気は底堅く推移すると見込まれる。 

 

■外資ネガティブリストを改正へ 

ドゥテルテ大統領は、11月 21日に外資規制の緩和に踏み出した。具体的には、約 2年ぶりの

改正が予定されている外資ネガティブリストで、小売業や公共施設の建設、高等教育機関の教師

等 8分野で、外資の出資や外国人就業の規制緩和を目指すとしている。フィリピンは他の ASEAN

諸国に比べ、外資の資本規制等が厳しく、それが他国に比べて外資誘致が進まない一因となって

いた。ネガティブリスト改正には、国会の審議が必要であるため、実現するまでには紆余曲折が

予想されるが、実現すれば、中期的なフィリピン経済の成長力強化に資すると期待される。 
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